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3.11福島原発事故から 10年 

いまだ収束の目途たたず、将来に送る負の遺産 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2011 年３月 11 日に発生した東日本大震災、福島原

発事故から 10 年が経過しました。 

復興庁は避難者について２月８日現在、全国で４万

１千人、福島県は県の避難者を３万６千人としていま

す。しかし共同通信の取材では、「福島県内の各自治体

が避難者とするのは少なくとも６万７千人を超え、県

の公表と３万人以上の開きがある、さらに避難者数を

明らかにしていない自治体もあるため、県公表分との

差はより大きいと見られる」としています。福島県は

県内避難者の扱いを「仮設住宅を出て災害公営住宅に

入った人などは除外」としているため少なくなってい

ます。避難指示が解除された市町村で帰還できたのは

約３割の方です。 

国と東京電力が廃炉の道筋を定めている「中長期ロ

ードマップ(2011 年 12 月策定)」では 30～40 年で廃炉

としています。10 年が経過しましたが、度重なるトラ

ブルで計画はすでに５回改訂され破綻状態になってい

ます。 

 

使用済核燃料の搬出を予定通り終えたのはメルトダ

ウンしなかった４号機だけ、３号機は計画の３年遅れ

で今年２月に完了。１、２号機はまだガレキ撤去など

の準備段階です。さらに１～３号機の炉内や格納容器

の中にあるデブリの取り出しは、ロボットを使った調

査でも実態が把握できず、取り出しの目途は全くたっ

ていません。廃炉作業で発生する廃棄物の最終的な処

分方法や処分場も決まっていません。 

汚染(除染)土壌は中間貯蔵施設へ運び込まれますが、

その総量は東京ドーム約11杯分の約 1400万㎥とされ、

中間貯蔵開始後 30年以内に福島県外で最終処分ことが

法律で決まっています。しかし最終処分の方法は明ら

かになっていません。また１日 140 ㌧増え続ける汚染

水の処理方法も決まっていません。 

暮らし・故郷を破壊した未曾有の原発事故はいまだ

収束の目途が立たないばかりか、想像できなかったこ

とが次々におこっています。原発事故は将来世代に莫

大な負の遺産と莫大な費用負担を押し付けました。 
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